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 ７　暫定再任用職員の手当  
 

  暫定 再 任用 職員 に 支給 され る手 当等  
 
　 　 　給 料 の調 整 額、 地 域手 当、 単 身 赴任 手 当、 住 居手 当 、通 勤 手当 、 特殊 勤 務手 当 、 
　 　   時 間 外勤 務 手当 、 休日 勤務 手 当 、夜 間 勤務 手 当、 宿 日直 手 当、 管 理職 手 当、  
      管 理 職員 特 別勤 務 手当 、期 末 手 当、 勤 勉手 当 、義 務 教育 等 教員 特 別手 当 、 

児童 手 当（ 公立 学 校 共済 組 合に 加 入し て いな い 職員 及 び公 立 学校 共 済組 合 短期 組 合員 を 除く 。）  
 
 

  暫定 再 任用 職員 に 支給 され ない 手当  
 
      初 任 給調 整 手当 、 扶養 手当 、 へ き地 手 当、 へ き地 手 当に 準 ずる 手 当、 寒 冷地 手 当 
 
 
 

　暫定 再 任用 職員 本 人か らの 届出 が必 要 な手 当  
    

　    １ 　単 身 赴任 手当           
 
  
      (1) 支給 対象  
        ア 　 定 年 退 職 、 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 任 期 満 了 又 は 令 和 ５ 年 （ 2023年 ） ３ 月 31日 付 け で
　 　 　 　 　 の 再 任 用 職 員 の 任 期 満 了 （ 以 下 「 定 年 退 職 等 」 と い う 。） か ら 引 き 続 き 暫 定 再 任 用 職 員 に な っ た

 　 　 　　 　 こと に 伴い 支 給要 件を 満 た す場 合
        イ 　 定 年 退 職 等 の 前 か ら 単 身 赴 任 手 当 を 支 給 さ れ て お り 、 定 年 退 職 等 か ら 引 き 続 き 暫 定 再 任 用 職 員

 　 　 　　 　 とな っ た後 も 支給 要件 を 満 たす 場 合
        ウ 　暫 定 再任 用 期間 の更 新 に 伴い 支 給要 件 を満 た す職 員  
 

      (2) 具体 的な 事例                                   
                                            　 　　 　 　     　 　 　　 　 　 　　 　　  ○ …支 給 対象  

勤 務 の状 況 等
 職 員の  配 偶者 の  単 身 赴任 

備考
 

住居 住居 手 　 　当
    ～ R5.3.31 札 幌 市内 A高 校 勤務 、  札 幌市  

札幌 市
    

－
   ・（１ ） アに 該 当 

例1 定 年 退職 等 （ 自宅 ）
（ 自宅 ）

     届 出必 要
  R5.4.1 旭 川 市 内 B高 校 で 暫 定 再 任 旭 川市    ○    

用
    ～ R5.3.31 旭 川 市内 B高 校 勤務 、         

○
    ・（１ ） イに 該 当 

 定 年 退職 等         届 出不 要  
           

例 ２
   R5.4.1～ 同 校 で暫 定再 任 用 　     札幌 市      ※ 住 居 等 の 変 更 が あ

 旭 川市    （ 自宅 ）       
○

   る場 合 は届 出 が必 要
  

   R6.4.1～ 同 校 で暫 定再 任 用（ 更 新）       
   ○    

    ～ R5.3.31 札 幌 市内 A高 校 勤務 、   札幌 市            
－

   ・（１ ） アに 該 当 
   定 年 退職 等 （ 自宅 ）        ・ 更 新 前 → 通 勤 困 難

例 ３
   R5.4.1～ 小 樽 市 内 C高 校 で 暫 定 再 任 小 樽市     札幌 市        要 件 のみ ×  

用    （ 自宅 ）   
－

 ・ 更 新 後 → 通 勤 困 難
       要 件 ○ 

  R6.4.1～ 旭 川 市 内 B高 校 で 暫 定 再 任 旭 川市  　  
○

       届 出必 要
用 （ 更新 ）

    ～ R5.3.31 札 幌 市内 A高 校 勤務 、             
－

   ・（１ ） ウに 該 当 
   定 年 退職 等  札幌 市          
例 ４   R5.4.1～ 同 校 で暫 定再 任 用 （ 自宅 ）    札幌 市     －     

  
  R6.4.1～ 旭 川 市 内 B高 校 で 暫 定 再 任  旭川 市   （ 自宅 ）      

○
       届 出必 要

用 （ 更新 ）
    ～ R5.3.31 札 幌 市内 A高 校 勤務 、   札幌 市            

－
   ・ 定 年 退 職 等 か ら 引

例 ５
 定 年 退職 等 （ 自宅 ）     札幌 市  　 き 続 か な い 暫 定 再
  R5.4.1～ 無 職   （ 自宅 ）      －    　任 用 職員 は 支給 対  

　象 外
  R6.4.1～ 旭 川 市 内 B高 校 で 暫 定 再 任  旭川 市    ×    

用
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　    (3) 事実 発 生日 及び 支給 の始 期 に係 る留 意 事項  
 

 　  　   ア 　支 給 要件 を 具備 した 日 が 事実 発 生日 と なり ま す。
 　 　    イ 　 届 出 が 事 実 発 生 日 か ら 30日 を 経 過 し た 後 に さ れ た と き は 、 そ の 届 出 を 受 理 し た日 の属 す る 月 の
          翌 月 （ そ の日 が 月 の 初 日 で あ る とき は 、 その 日 の属 す る 月） から 支 給さ れ る こと とな る の で留 意  

           願い ま す。
 

                                      　 　　 　 　　 　 　 （単 身赴 任 手当 規 則 第５ 条第 ２ 項 第７ 号 、
　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　単 身 赴任 手 当運 用 規則 第 ５条 関 係第 ６ 項第 ６ 号 ） 
 
        ※ 　な お 、届 出 様式 や支 給 額 等は 暫 定再 任 用以 外 の職 員 の単 身 赴任 手 当と 同 様で す 。 
 
 
 

 　 　２  住 居手 当           
 

   　 (1) 支給 対 象  
 

       　 ア 　自 ら 居住 す るた めに 住 宅 を借 り 受け 家 賃を 支 払っ て いる 職 員
      　 イ 　 単 身 赴 任 手 当 を 支 給 さ れ る 職 員 で 、 配 偶 者 が 居 住 す る た め の 住 宅 を 借 り 受 け 、 家 賃 を 支 払 っ て

 　 　 　　 　 いる 職 員
      　 ウ 　 単 身 赴 任 手 当 を 支 給 さ れ る 配 偶 者 の な い 職 員 で 、 単 身 赴 任 手 当 の 支 給 要 件 に 係 る 子 が 居 住 し て
　 　 　 　 　 い る 住 宅 （ 職 員 が 単 身 赴 任 の 直 前 に 居 住 し て い た 住 宅 等 に 限 る 。） を 借 り 受 け 、 家 賃 等 を 支 払 っ

 　 　 　　 　 てい る 職員
 

     (2) 具体 的 な事 例                                
                                                        　 　　 　 　　 　  ○… 支 給対 象

        勤務 の 状況 等        職 員の  配 偶 者 単身 赴 任  住居  留 守 住 居      備 考      
 住 宅 の 住宅    手  当   手当    手  当   

 ～ R5.3.31 旭 川 市 内 B 高 校 勤                  ○       ○       ○     
 務 、 定年 退職 等       届出 不 要 
       
    R5.4.1～ 同 校 で暫 定再 任 用                 ※ 住 居 等 に 変 更
例 1 旭 川市  札 幌市     ○     ○  ○  が あ る 場 合 は 届

（借 家 ）（借 家 ）   出 が 必要  
 

  R6.4.1～ 同 校 で 暫 定 再 任 用     
（ 更 新） ○  ○ ○   

   ～R5.3.31 札 幌 市 内 A 高 校 勤 札 幌市  札 幌市     －       －       －     

例 2 務 、 定年 退職 等 （公 宅 ）（公 宅 ） 届出 必 要 
   R5.4.1～ 旭 川 市 内 B 高 校 で 旭 川市  札 幌市     ○       ○       ○  

暫 定 再任 用 （借 家 ）（借 家 ）    
 

     (3)　事 実発 生 日及 び支 給 の始 期に 係る 留 意事 項  
 

 　 　     ア   支 給 要件 を 具備 した 日 が 事実 発 生日 と なり ま す。
 　 　    イ 　 届 出 が 事 実 発 生 日 か ら 30日 を 経 過 し た 後 に さ れ た と き は 、 そ の 届 出 を 受 理 し た日 の属 す る 月 の
          翌 月 （ そ の日 が 月 の 初 日 で あ る とき は 、 その 日 の属 す る 月） から 支 給さ れ る こと とな る の で留 意  

           願い ま す。
                                                （ 住 居 手 当 規 則 第 2条 の ３ 、 住 居 手 当 運 用 第 ４ 第 5項 ）

 
      ※ 　 なお 、 届出 様 式や 支給 額 等 は暫 定 再任 用 以外 の 職員 の 住居 手 当と 同 様で す 。
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　 　  ３  通 勤手 当  
 
　 　 　(1) 暫 定 再 任用 短 時間 勤務 職 員 及び 定年 前 再 任用 短 時間 勤務 職 員  
　 　 　　 ア 　自 動 車等 使 用者  
　 　 　　 　 (ｱ) 平均 １ 箇月 当 たり の 通勤 所 要回 数 が10回 に 満た な い 職員  
　 　 　　 　 　  手 当額 ＝ 距離 区分 定 額 －（ 距 離区 分 定額 × 50/100）  
　 　 　　 　 (ｲ) 上記 以 外の 職 員 
　 　 　　 　 　　 手 当額 ＝ 距離 区分 定 額  
                                    （ 条 例 第 10条 の ２ の ４ 第 ２ 項第 ３ 号 、 通 勤 手 当 規 則第 ８条 第 ５ 項 ） 
　 　 　　 イ   普 通 交通 機 関等 利用 者  
　 　 　　 　 　手 当 額＝ 平 均１ 箇月 当 た りの 通 勤所 要 回数 分 の運 賃 等の 額   
                                    （ 通 勤手 当 規則 第 ８条 第 １項 第 ２号 ）  
　 　 　　 ウ 　併 用 者 
　 　 　　 　 　平 均 １箇 月 当た りの 通 勤 所要 回 数が 10回 に満 た な い職 員 
　 　 　　 　 　　 自 動車 等 使用 部分 に 係 る手 当 額＝  
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 距 離 区 分 定 額 － （ 距 離 区 分 定 額 × 50/100）   （ 通 勤 手 当 規 則 第 ８ 条 の ２ ） 

                                       　 　　 　 　　 　 　　 　 　
　 　 　    (注 )　「 平 均１ 箇 月当 た りの 通 勤所 要 回数 」 につ い て 
　 　 　　 　 　  年 間を 通 じて 通勤 を 要 する こ とと な る回 数 を12で除 して 得 た 数と する 。  
              （ １未 満 の端 数切 捨 て ） 
　 　 　 　 　 　 ※ 　 年 間 を 通 じ て 通 勤 を 要 す る こ と と な る 回 数 と は 、 当 該 職 員 の 年 間 の 実 勤 務 日 数 （ 祝 日 法 に
　 　 　　 　     よ る休 日 、年 末年 始 の 休日 及 び開 校 記念 日 等に よ り勤 務 を要 し ない 日 を除 く 。）と す る。  
                                                      　 　 　 　 　 （ 通 勤 手 当 運 用 第 ８ 条 関 係 第 ２ 項 ） 
 
　 　 　(2) 暫 定 再 任用 職 員 
　 　 　　 　 暫定 再 任用 職 員等 以外 の 一 般職 員 と同 じ 。 
 

【届 出 及び 提 出書 類 】  
  

  　 暫 定 再 任 用 職 員 と し て 採 用 さ れ た 職 員 が 通 勤 職 員 た る 要 件 を 具 備 し て い る 場 合 は 、 新 た に 届  
　 出の 提 出を 要 し ます ので 留 意願 い ます 。   
　 　 た だ し 、 定 年 退 職 等 の 前 か ら 通 勤 手 当 を 支 給 さ れ て い る 職 員 で 、 引 き 続 き 暫 定 再 任 用 職 員 と  

 　 な っ た 後 も 所 属 、 勤 務 の 形 態 、 居 住 す る 住 宅 及 び 通 勤 方 法 等 に 変 更 が な く 支 給 要 件 が 継 続 さ れ
　 る 場 合 は 、「 通 勤 届 」 の 提 出 は 不 要 で す 。（ 暫 定 再 任 用 職 員 か ら 引 き 続 き 暫 定 再 任 用 職 員 と な っ  

  　 た場 合 も同 様 ）
　 　 な お 、 暫 定 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 及 び 定 年 前 再 任 用 短 時 間 勤 務 職 員 の 場 合 は 、 勤 務 の 割 振 り  

 　 が分 か る書 類 （ 勤務 割表 の 写し 等 ）を 提 出願 い ま す。
 
  

 
      ※ 　 なお 、 届出 様 式や 支給 額 等 は暫 定 再任 用 以外 の 職員 の 通勤 手 当と 同 様で す 。
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　暫定 再 任用 職員 本 人か らの 届出 によ ら ない 手当 等  
 

　   1 給 料の 調 整額  
 
　 　  (1) 暫 定再 任 用短 時 間 勤務 職員 及 び 定年 前 再任 用短 時 間 勤務 職員  
                                             その 者 の 1週 間 当 たり の 勤務 時 間 
         

給料 の 調整 額 ＝ 調整 基本 額 ×調 整 数×
     　 38時 間 45分 

 
　 　 　  (注 )　 調 整 基 本 額 は 給 料 の 調 整 額 規 則 別 表 第 ３ に 定 め る 額 （ そ の 額 が 給 料 月 額 の 100分 の 4.5を 超 え
　 　 　　 　  る と きは 、 給 料月 額の 100分 の 4.5に 相 当す る 額（ １ 円未 満 の端 数 切 捨て ））  
 
　 　  (2) (1)以 外の 暫 定再 任 用職 員  
　 　 　　   暫定 再 任用 職 員等 以外 の 一 般職 員 と同 じ 。 

                                                              　 　　 （ 給 料の 調整 額 規 則第 3条 ）
　  
 

　   ２ 特 殊勤 務手 当  
 
　 　  (1) 暫定 再 任用 短 時間 勤 務職 員 及び 定 年前 再 任用 短 時間 勤 務職 員  
　 　  　  ア 　 月 額 手 当 （ 定 額 ）・ ・ ・ 多 学 年 学 級 担 当 手 当 、 通 信 教 育 指 導 手 当 （ 地 方 指 導 員 に 係 る 手 当 ） 　
　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　   及び 舎 務手 当  
 
                                そ の者 の 1週間 当 たり の 勤務 時 間 
            手 当 額＝ 手 当定 額×           38時間 45分  
 
                                      （ 特勤 条 例第 ５ 条、 第 ６条 第 １項 第 ３号 、 第７ 条 、特 勤 条例  
　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　 　　 　 第６ 条 第３ 項 、第 ７ 条第 ２ 項、 特 勤手 当 規則 第 ２条 第 ３項 ）  
 
 
　 　 　  イ 　月 額 手当 の 特例 ・・ ・ 　 多学 年 学級 担 当手 当 、舎 務 手当  

1月 に おい て 勤務 し た日 支給 割合
        Y日 を超 え る            100/100    
      X日以 上 　Y日 以下           60/100    
      1日 以上 　 X日 未 満          30/100    
        勤 務日 数皆 無                 ０         

　 　 　　 　 　　 　 　 
　 　 　　 　 　　 　 Ｘ日 ＝ 要勤 務日 数 × （（ 常 勤職 員 の月 の 勤務 日 × 1/3 ） ÷ Ｚ ）  
　 　 　　 　 　　 　 Ｙ日 ＝ 要勤 務日 数 × （（ 常 勤職 員 の月 の 勤務 日 × 1/2 ） ÷ Ｚ ）  
　 　 　　 　 　　 　 　※ Ｚ ＝そ の月 の 現 日数 か ら日 曜 日及 び 土曜 日 の日 数 を差 し 引い た 日数  
 
                               （特勤 条 例第 ５ 条 、第６ 条 第 １項 第 ３号 、第７ 条 、特 勤条 例 第６ 条 第３ 項 、
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　  第 ７ 条 第 ２項 、 特 勤 手 当 規 則 第 ２条 第 ３ 項 、 特 勤 条 例 第 16条 第 ２ 項 、  

                                  H14.4.1人委 第12号）
 
　 　  (2) (1)以 外の 暫 定再 任 用職 員  
　 　 　　   暫定 再 任用 職 員等 以外 の 一 般職 員 と同 じ 。 
 
 
 

　   3 時間 外 勤務 手当  
 
　 　  (1) 暫定 再 任用 短 時間 勤 務職 員 及び 定 年前 再 任用 短 時間 勤 務職 員  
　 　 　 ア 　勤 務 １時 間 当 たり の給 与 額 
 
　 　 　　 　 　　 　 (給料 の 月 額＋ 地域 手 当の 月 額 )×12月 　 　　 　 　 　　 　　 　 　 　 
　 　 　 　 　 　 　 　 １ 週 間 当 た り

× 52週 － ７ 時 間45分  ×  
そ の 者 の １ 週 間 当 た り の 勤 務 時 間  

× ※ 16日
 

　 　 　 　 　 　 　 　 の 勤 務 時 間                                 38時 間 45分 
 
　 　 　 ※ 　 支 給 規 則 第 22条 の ２ 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 、 毎 年 ４ 月 １ 日 か ら 翌 年 ３ 月 31日 ま で の 間 に お け る 勤
　 　     務 時 間 等 条 例 第 10条 に 規 定 す る 祝 日 法 に よ る 休 日 （ 土 曜 日 に 当 た る 日 を 除 く 。） 及 び 年 末 年 始 の 休 
　 　     日 （日 曜 日又 は 土曜 日に 当 た る日 を 除く 。） の日 数 の合 計 に７ 時 間45分 を 乗 じる 。 
                 　 　 　 　　 　５ 年 度： 1７ 日  （（参 考） ６ 年度 ： １８ 日 ） 
                                                     （条例 第 14条 、第 18条 、支給 規 則 第22条 の ２ ） 
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　 　 　 イ 　支 給 割合  
　 　 　   (ｱ) 正規 の 勤務 時 間 が割 り振 ら れた 日 に おけ る勤 務  
　 　 　　 　 　a 時 間 外勤 務 時間 と 正規 の 勤務 時 間 との 合計 が ７時 間 45分 に達 す るま で の勤 務 　100/100 
　 　 　　 　 　b 上 記 以外 の 勤務 　 125/100 
　 　 　　  (ｲ) (ｱ)に 掲げ る 勤務 以 外の 勤 務 
　 　 　　 　 　　 135/100 
　 　 　　  (ｳ) 午後 10時 か ら翌 日 の午 前 ５時 ま での 勤 務 
　 　 　　 　 　(ｱ)又 は (ｲ)に 25/100を加 算  
　 　 　 　  (ｴ) 勤 務 時 間 の 割 振 り 変 更 に よ り １ 週 間 の 勤 務 時 間 が 38時 間 45分 を 超 え る こ と と な っ た 職 員 　 　 
             割 振 り 変 更 前 の 勤 務 時 間 を 超 え て 勤 務 し た 時 間 の う ち 、 38時 間 45分 を 超 え る 時 間 （ 当 該 週 に 
           お い て 休 日 勤 務 手 当 が 支 給 さ れ た 場 合 は 、 休 日 勤 務 手 当 の 支 給 さ れ る 勤 務 を し た 時 間 数 に 相 当 す 
           る 時 間 を 除 く 。） に 対 し 、 勤 務 １ 時 間 に つ き 25/100                                       
 
                                         　 　  （ 条 例 第 14条 第 ２ 項 、 第 ３ 項 、 支 給 規 則 第 16条 の ２ 、 
　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　 　　 　 　　 　 　 第 16条 の３ 、 第16条 の ４ ） 
 
 
　 　 　　 　 　【 短 時間 勤 務職 員（ １ ／ ２） の 例】  
　 　 　　 　 　　 　 　　 　 ※               ＝正 規 の勤 務 時 間 
 
 

                              月         火       水         木         金        土          日
 
         ７h45m            125　 　  125　　  125　 　　 　 　　 　 　 

                              100     100     100
                                               100    135      135     135      135 

                                                100　　 100　 　 　100　 　  100      100
　 　 　　  ３h52m　 　　 　 　　 　              　 　 　 　　 　　 　 　 　　 　 　　 　　 　 　  
 

                             勤 務 日    勤 務日    勤務 日    週 休日    週休 日     週 休日     週 休 日
 
　 　  (2) (1)以 外の 暫 定再 任 用職 員  
　 　 　　   暫定 再 任用 職 員等 以外 の 一 般職 員 と同 じ 。   
 
 
 

　   4 期末 手 当・ 勤勉 手 当  
 
　 　  (1) 期末 手 当 
　 　 　　  手当 額 ＝期 末 手 当基 礎額 × 支給 率 ×期 間 率 
 
　 　 　 ア 　期 末 手当 基 礎 額 
 
          　給 料 の月 額 ＋給 料の 月 額 に対 す る＋ 　 給料 の 月額 ＋ 給料 の 月額 に 対す る 　×   加算 割 合 
                        　 地域 手 当 の月 額 　　 　 　　 　 　　 　 　地 域 手当 の 月額  

                                                                     　 　　 　  （ 条 例 第19条 ）
　 　 　 イ 　支 給 率 
　 　 　　 　  ６ 月 期　 68.75/100　 　12月期 　 68.75/100              

 　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　 　　 　 　　 　 　（ 条 例第 19条 第3項）
 
　 　 　 ウ 　期 間 率 
　 　 　　 　  暫 定 再任 用 職 員等 以外 の 一般 職 員と 同 じ。  
 
　 　  (2) 勤勉 手 当 
　 　 　　  手当 額 ＝勤 勉 手 当基 礎額 × 期間 率 ×成 績 率 
 
　 　 　 ア 　勤 勉 手当 基 礎 額 

                                                                                            
           給 料 の月 額 ＋

給料 の月 額 に対 す る
＋ 　 給料 の 月 額＋

給料 の 月額 に 対 する
　×   加 算割 合   

                       　
地 域手 当 の月 額 　　 　 　　 　 　 　　 　地 域 手当 の 月 額

                    
                                                                    　 　 　　  （条 例 第19条の ４）

 
　 　 　 イ 　期 間 率 
　 　 　　 　  暫 定 再任 用 職 員等 以外 の 一般 職 員と 同 じ。  
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　 　 　 ウ 　成 績 率 

  
                  区 　 　　 　 分 成 　 績　 率   
(1) 優　 秀 49.75/100超   
(2) 良　 好 48.25/100   
(3)  戒 　 告 3２/100以 下   
良  (1) 懲戒戒告の処分を受けた場合 減 　 給 2７/100以 下   
好  停 　 職 2１ .５/100以 下   
で  (2) 訓 告 そ の 他 の 矯 正 措 置 の 対 象 と な る 事 実 （ 勤 務 成 績 に 及 ぼ す 37.5/100未満    
な  　 影 響 の 程 度 が 軽 微 で あ る も の 等 を 除 く 。） が あ っ た 場 合 32/100超   
い  (3)　 懲 戒 処 分 の 対 象 と な る 事 実 が あ っ た 場 合 （ 当 該 事 実 に 基 づ き     
も    (1)に 該 当 す る こ と と な っ た 場 合 を 除 く 。）    
の  (4) そ の 者 の 職 務 に つ い て 監 督 す る 地 位 に あ る 者 か ら 注 意 、 指 導 等 47.25/100未満   

  を 受 け た に も か か わ ら ず 、 勤 務 成 績 が 良 好 で な い こ と を 示 す 明 白   
  な 事 実 が 見 ら れ た 場 合 又 は こ れ に 相 当 す る と 認 め ら れ る 場 合  

                                                                                          
 
                                                          （支 給 規則 第 29条の ８ の２  

                                                            　 条 例運 用 第 10の10の (3)、(4)）
 
　 　  (3) 期間 計 算等  
　 　 　 ア 　在 職 期間 等  
　 　 　 　 　 期 末 手 当 に 係 る 在 職 期 間 及 び 勤 勉 手 当 に 係 る 勤 務 期 間 は 、 条 例 適 用 職 員 と し て の 在 職 期 間 と な 　
　 　 　　 る こと か ら、 暫 定再 任用 職 員 等の 採 用前 の 職員 と して の 在職 期 間は 算 入さ れ る。  
 
　 　 　 イ 　期 間 計算  
　 　 　　  (ｱ) 暫定 再 任用 短 時 間勤 務職 員 及び 定 年 前再 任用 短 時 間勤 務職 員  
　 　 　 　 　 　 「 週 勤 務 時 間 の 異 な る 在 職 期 間 を 有 す る 短 時 間 勤 務 職 員 に 係 る 期 末 手 当 及 び 勤 勉 手 当 の 期 間 　
　 　 　　 　 の計 算 につ い て 」（ 平 成20年 ３ 月12日付 け 教給 第 1091号 給与 課 長通 知 ）に よ る。  
　 　 　　  (ｲ) (ｱ)以 外の 暫 定再 任 用職 員  
　 　 　　 　 　 暫 定再 任 用 職員 等以 外 の一 般 職員 と 同じ 。  
　 　 　 　 　 (注 )　 退 職 後 引 き 続 き 採 用 さ れ た 暫 定 再 任 用 職 員 等 に 係 る 勤 務 状 況 の 証 明 等 は 、 当 該 退 職 及 び 採
　 　 　　 　 　　 用 を異 動 とみ なし て 取 り扱 う 。 
 
　    (4) 役職 段 階別 加 算 
　 　 　　  暫定 再 任用 職 員 等以 外の 一 般職 員 と同 じ 。 
 
 
 

　   5 義務 教 育等 教員 特 別手 当  
 
　 　  (1) 暫定 再 任用 職 員（ 暫 定再 任 用短 時 間勤 務 職員 及 び定 年 前再 任 用短 時 間勤 務 職員 を 除 く 。）  
 
　 　 　　 　

手当 額 ＝
当 該 職 員 に 適 用 さ れ る 給 料 表 及 び 職 務 の　　  

×
　 勤 務 校 等 に 応 じ て 義 務 教 育 等 

　 　 　　 　 　　 　 　 級 に 応 じ た 再 任 用 職 員 の 欄 に 掲 げ る 額 (ⅰ ）　　 　  教 員 特 別 手 当 規 則 に 定 め る 率 
 
　 　  (2) 暫定 再 任用 短 時間 勤 務職 員 及び 定 年前 再 任用 短 時間 勤 務職 員  
 
　 　 　　 　

手当 額 ＝( 1 ) の ( ⅰ ) の 額× 　 勤 務 校 等 に 応 じ て 義 務 教 育 等　
×

  そ の 者 の 1週 間 当 た り の 勤 務 時 間 
　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　  教 員 特 別 手 当 規 則 に 定 め る 率           38時 間 45分 
 

　   ６ 管 理職 手当  
 
　 　  (1) 暫定 再 任用 職 員（ 暫 定再 任 用短 時 間勤 務 職員 及 び定 年 前再 任 用短 時 間勤 務 職員 を 除 く 。）  
　 　 　　 　

手当 額 ＝ 給料表の別、職務の級及び管理職手当規則別表第１に定める区分に応じ別表第３で定める額
 

※支給額についてはP171を参照
 

 
　 　  (2) 暫定 再 任用 短 時間 勤 務職 員 及び 定 年前 再 任用 短 時間 勤 務職 員  
 
　 　 　　 　

手当 額 ＝（ 1） の額 × 　
 そ の 者 の 1週 間 当 た り の 勤 務 時 間 

　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　          38時 間 45分 
　 　  

　   ７ そ の他 の手 当  
 
　 　 　  暫 定再 任 用職 員 等以 外の 一 般 職員 と 同じ 。  
 
 
 


